
１ 予算規模

（単位：千円、％）

現計予算額 ７月補正額 累計額 令和元年度 令和元年度

対現計予算比 対前年同期比 ７月補正額 同期予算額

A B C(A+B) C/A C/E D E

144,245,814 3,332,225 147,578,039 102.3 127.1 116,086,800

79,284,872 6,092 79,290,964 100.0 99.5 79,729,425

124,472,087 124,472,087 100.0 123.9 100,433,085

348,002,773 3,338,317 351,341,090 101.0 118.6 296,249,310

２ 予算の概要

（１）新型コロナウイルス感染症対策 1,429 百万円

（事業継続・生活維持への支援）

事業継続給付金事業

緊急雇用創出事業

住宅リフォーム助成事業

学校給食事業者支援事業　　　ほか

（２）新型コロナウイルス感染症対策
（医療の安定化、衛生環境の確保） 131 百万円
PCR検査機器整備事業

保育所等における感染拡大防止対策事業

学校再開に伴う感染症対策・学習保障事業　　ほか

（３）新型コロナウイルス感染症対策 1,775 百万円

（新しい日常・社会の創出）

防災活動支援事業

高度無線環境整備推進事業

オンライン学習環境整備事業

泊まりにおいで～ね！下関おトクーポン事業

高齢者バス等利用助成事業　　　ほか

（４）その他 3 百万円
観光施設事業特別会計繰出金

合　計

　令和２年度７月補正予算案は、新型コロナウイルス感染症への対応として、国の２次補正予算に
基づき、事業継続や雇用維持及び新しい生活様式を踏まえた地域経済活性化事業など、６月補正
予算編成後、早期に新たな対応が必要となった事項に係る経費を計上するものです。

※公債管理特別会計の予算額は、他の会計の公債費と重複するため除外しています。

令和２年度　７月補正予算案の概要

区分

一般会計

特別会計

企業会計
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３ 事業一覧

予算額（千円）

（１）新型コロナウイルス感染症対策 1,429,361

　　　（事業継続・生活維持への支援）

ｱ 事業継続給付金事業 <産業振興課> 1,320,000

事業者（全業種）を対象として、一律の給付金を支給

　給付額：1事業者当たり10万円（定額）

　対象数：約13,000事業所

ｲ 緊急雇用創出事業 <職員課> 11,736

感染症の影響により解雇や雇止め等働く場を失った者を対象に市の

会計年度任用職員として採用

　雇用予定人数：10人

　雇用予定期間：令和2年9月1日から令和3年3月31日

ｳ 商店街等競争力強化事業（ソフト事業） <産業振興課> 10,000

小売商業等の活性化や商店街等の魅力向上に効果が見込ま

れるソフト事業に対する補助事業を拡充

　対象事業：スタンプラリー、共通割引カード、商店街イベント等

　※補助率を1/3から1/2に拡充

ｴ 下関産農水産物販売促進緊急対策事業 <農業振興課> 14,000

市内の道の駅等の商業・物販施設において、下関産農水産物の

消費拡大を支援するため、クーポン付下関産農水産物の詰め合

わせや、特産品を用いた飲食メニューを販売・提供

　例：5千円コース、3千円コースなどの価格帯を設定し、購入金額

　　　の20％のクーポン券を交付　

　販売期間：令和2年9月から令和3年2月

ｵ 就農円滑化対策事業 <農業振興課> 5,550

感染症拡大の影響により、生活様式が変容し、地方回帰の機運

も高まる中、市内での就農希望者に対し、指導農家の下、農作業

等を体験できる場を提供

　対象者：市内での就農を希望する者

　期間：原則1か月（月概ね20日）以上、最長6か月以内

　支援内容：対象者　　125千円/月を支給

　　　　　　　　指導農家　60千円/月を支給

ｶ 外国人技能実習生雇用継続支援事業 <水産振興課> 1,175

沖合底びき網漁業外国人技能実習生が入国・帰国が困難であること

により、人手不足となる漁業会社の操業継続及び実習修了者の生

活を支援

　対象人員：9人

　 ※継続雇用に要する経費の1/2を補助

事業名
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予算額（千円）事業名

ｷ 就労系障害福祉サービス等の機能強化事業 <障害者支援課> 16,000

就労継続支援事業所の生産活動の再起に向けて必要となる費用

などについて支援し、生産活動の存続を下支え

支援額：１事業所当たり上限５０万円

ｸ 傷病手当金支給＜国保会計＞ <保険年金課> 3,400

国民健康保険に加入している自営業者及び被用者が感染症に

り患した（疑い含む。）際に、傷病手当金を支給

ｹ 生活困窮者自立支援業務 <福祉政策課> 5,000

感染症の影響による休業等に伴い、収入が減少し、住居を失うおそ

れのある者に対して、住居確保給付金を支給

ｺ 住宅リフォーム助成事業 <住宅政策課> 30,000

感染症の影響を受けた建設業界の需要を拡大することで地域経済

の活性化を図るとともに市民の住環境の向上を促進するため、リフォ

ームに係る経費の一部を補助

　 ※対象経費の1/2（上限20万円）を補助

ｻ 学校給食事業者支援事業 <学校保健給食課> 12,500

３月の学校の臨時休業により、経営に甚大な影響を受けた、学校

給食用パン・米飯と牛乳の製造販売業者を支援

（２）新型コロナウイルス感染症対策 131,100

　　　（医療の安定化、衛生環境の確保）

ｱ PCR検査機器整備事業 <試験検査課> 21,600

感染症の今後の感染拡大に備えるため、ＰＣＲ検査機器を整備し、

検査体制を強化

　整備内容：PCR検査機器１台（一式）、防護具等

ｲ 保育所等における感染拡大防止対策事業 <幼児保育課> 27,500

私立の保育所、認定こども園及び認可外保育施設における感染

拡大を防止する観点から、マスク等の衛生用品の購入経費等を

補助

　補助額：１施設当たり50万円

　施設数：私立保育所　26、私立認定こども園　8　認可外保育施設　21　

　　　　　　 計　55施設

ｳ 学校再開に伴う感染症対策・学習保障事業 <学校支援課> 68,500
<下関商業高等学校>

感染症対策を徹底しながら、児童及び生徒の学習保障をする

ため、感染症対策に必要となる衛生用品等を整備
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予算額（千円）事業名

ｴ 障害福祉・介護サービス事業所等サービス継続支援事業 <障害者支援課>

<介護保険課> 13,500
障害福祉・介護サービス事業所等が感染機会を低減しつつ

必要なサービス等を継続して提供できるよう、かかり増し経費に

対し支援

（３）新型コロナウイルス感染症対策 1,775,164

　　　（新しい日常・社会の創出）

ｱ 防災活動支援事業 <防災危機管理課> 18,000

災害発生時の避難所における避難者に対する感染リスクを低減

するための資材を整備

　整備資材：間仕切り付き段ボールベッド、非接触型体温計、

　　　　　　　　消毒薬　等

ｲ 高度無線環境整備推進事業 <情報政策課> 1,139,000

インターネット環境が整備されていない条件不利地域に電気通信

事業者が民設民営方式で光ファイバー等の施設・設備を整備する

事業に対し、補助

　整備地区：内日地区、菊川町、豊北町、豊浦町、豊田町

　　　　　　　　における一部のエリア

ｳ オンライン学習環境整備事業 <学校支援課> 483,687

（GIGAスクール構想推進事業） <下関商業高等学校>

緊急時のオンライン学習環境を整備するため、児童・生徒１人1台

のタブレット端末の配備と大型モニター、電源キャビネット等を整備

　対象児童・生徒：小学校1年から3年生、下関商業高等学校の全生徒

　整備台数：タブレット端末　6,973台　大型モニター　302台、

　　　　　　　　電源キャビネット　16台

ｴ 下関市観光回復プロモーション事業 <観光政策課> 4,200

本市の絶景、グルメ等の観光素材や、周遊を促す事業等について、

感染症の収束フェーズにあわせ、各種広報媒体を活用して、近郊

から全国へ観光プロモーションを実施

　広報媒体：県内の放送事業者によるCM放送、鉄道広告、Facebook等

ｵ 泊まりにおいで～ね！下関おトクーポン事業 <観光政策課> 56,000

近郊を中心とした観光客の誘致促進及び市内消費を図るため、

市内宿泊者を対象に市内店舗で利用可能なクーポン券を配布

　クーポン配布期間：令和2年8月から9月

　配布概要：宿泊費/泊（１人）　2.5千円から5千円未満の場合　500円分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5千円から1万円未満の場合　1,000円分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1万円以上の場合　　　　　 　　2,000円分
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予算額（千円）事業名

ｶ 泊まって当てよう下関スタンプラリー <観光政策課> 20,000

市内の観光施設を巡り、宿泊された旅行者に抽選で本市特産品等を

プレゼントするスタンプラリーを実施

　参加要件：市が指定する観光・教育・文化施設のうち３か所を

　　　　　　　　巡り、市内の宿泊施設に宿泊

　期間：令和2年9月から令和3年2月

ｷ 高齢者バス等利用助成事業 <長寿支援課> 16,377

「いきいきシルバー１００（助成証）」を利用したバス乗車等の３密を

防止しつつ、高齢者の外出を推進するため、利用期間を延長

　利用期間：例　年：  9月15日から11月3日

　　　　　　　　　　　　　 11月から3月の第3金曜日（55日間）

　　　　　　　　2年度：10月15日から12月31日（78日間）

ｸ 公共施設における感染症予防対策事業＜一般会計＞ 37,900

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  ＜観光会計＞

各施設において利用者に対する感染及び感染拡大のリスク <観光施設課>

を可能な限り低減するため感染症対策備品等を整備 <文化振興課>

　対象施設：観光施設２０、文化施設１、スポーツ施設３、 <スポーツ振興課>

　　　　  　　　社会教育施設２、博物館1、美術館1、図書館１ <生涯学習課>

　整備内容：換気設備の改修、サーマルカメラ、非接触型 <文化財保護課>

　　　　　　　　検温器、空気清浄機、サーキュレータ、飛沫 <美術館>

　　　　　　　　防止シールド、アクリル板等 <中央図書館>

（４）その他 2,692

ｱ 特別会計への繰出金 <観光施設課> 2,692

観光施設事業特別会計繰出金
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４ 一般会計の状況（款別内訳）

（単位：千円、％）

現計予算額 ７月補正額 累計額
令和元年度
同期予算額

増減比

A B C(A+B) D (C-D)/D

33,084,374 33,084,374 33,188,265 △ 0.3

7,562,929 7,562,929 6,739,413 12.2

25,879,485 25,879,485 26,152,308 △ 1.0

564,217 564,217 786,004 △ 28.2

3,767,386 3,767,386 3,823,605 △ 1.5

45,554,352 2,452,575 48,006,927 17,125,960 180.3

8,165,690 40,900 8,206,590 8,176,786 0.4

351,506 351,506 1,316,763 △ 73.3

4,665,011 4,665,011 3,348,181 39.3

600,000 5,350 605,350 600,000 0.9

6,220,712 6,220,712 5,772,379 7.8

7,830,152 833,400 8,663,552 9,057,136 △ 4.3

144,245,814 3,332,225 147,578,039 116,086,800 27.1

586,989 586,989 588,913 △ 0.3

10,199,948 1,160,736 11,360,684 11,047,526 2.8

74,310,298 78,377 74,388,675 46,142,380 61.2

9,382,794 21,600 9,404,394 9,548,025 △ 1.5

939,009 939,009 279,986 235.4

4,121,378 20,725 4,142,103 4,700,579 △ 11.9

5,385,563 1,427,020 6,812,583 6,758,501 0.8

12,607,999 30,000 12,637,999 11,760,767 7.5

3,621,981 18,000 3,639,981 3,428,401 6.2

9,064,839 575,767 9,640,606 7,786,339 23.8

50,000 50,000 25,000 100.0

13,875,016 13,875,016 13,920,383 △ 0.3

100,000 100,000 100,000 0.0

144,245,814 3,332,225 147,578,039 116,086,800 27.1

分担金及び負担金

使用料及び手数料

区　　　分

歳
　
　
　
入

市 税

譲与税、交付金等

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

計

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

寄 附 金 、 諸 収 入

市 債

歳
　
　
　
出

議 会 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

土 木 費

消 防 費

労 働 費

計

農 林 水 産 業 費

商 工 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費
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